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2023 年 G7貿易大臣会合 

大阪・堺推進協力協議会を設立しました 
 

9 月 30 日付けで、以下のとおり「2023 年 G7 貿易大臣会合大阪・堺推進協力協議会（以下、「協議会」とい

う。）」を設立しましたので、お知らせします。 

 

 

1 協議会概要 

（1）名 称 2023 年 G7 貿易大臣会合大阪・堺推進協力協議会 

（2）事 務 所 大阪府堺市におく 

（3）設立目的 2023 年に大阪・堺で開催される G7 貿易大臣会合及び関連する一連の事業への協力・支援な

どを通じて貿易大臣会合の成功と世界に向けた大阪・堺及び関西の魅力の発信と存在感の向上

及び発展に資すること 

（4）実施事業 

ア 貿易大臣会合の準備・開催などに係る国、関係団体との連絡調整 

イ 会場の確保・設営、交通対策など条件整備に関する協議・調整 

ウ 会議開催に必要な情報収集、提供 

エ 貿易大臣会合の開催に伴う広報、情報発信 

オ 歓迎行事の企画、実施 

カ その他協議会の目的を達成するために必要な取組み 

（5）構成団体 大阪府及び堺市 

（6）役   員 会長は大阪府知事、会長代行は堺市長 

 

2 協議会設立趣旨及び規約 

別添のとおり 

 

 

問
い
合
わ
せ
先 

担 当 課：市長公室 政策企画部 

電 話：072-222-0380  

フ ァ ッ ク ス：072-222-9694 

 



2023 年Ｇ７貿易大臣会合大阪・堺推進協力協議会設立趣旨 

 

 

 世界は、ロシアによるウクライナ侵略、エネルギー供給、食料安全

保障、気候変動などの人々の生命と暮らしを脅かす課題が山積して

います。 

 こうした課題を主要国の首脳が協議するＧ７サミットが、2023 年

に日本において開催されます。 

 

2025 年大阪・関西万博は、「いのち輝く未来社会のデザイン」をテ

ーマに、人々の行動変容と時代を切り拓く新たなイノベーションを

巻き起こすとともに、世界との交流を通じ、新たな知見や英知が生ま

れることで、世界的課題の解決に貢献する場であります。 

 

多くの国や人が交流する万博開催の２年前に、人と人、モノとモノ

をつなぐ貿易を担当する大臣による国際会議が、中世の時代から国

際貿易都市として繁栄を極めた、ここ大阪・堺で開催されることは、

世界を結び付け、いのちをともに大切にするという万博のテーマに

も合致するものであり、その成功に大きな弾みとなります。 

 

大阪・堺は、世界文化遺産に登録された「百舌鳥・古市古墳群」や

日本の精神文化に影響を与えている「茶の湯」など、古くから海外と

交流し発展を遂げてきた都市であります。 

海外から多くの人が参加するＧ７貿易大臣会合において、大阪・関

西万博の取組みや、大阪・堺の魅力を世界に発信することは、大阪・

堺のプレゼンスを向上させる、絶好の機会となります。 

 

こうした意義を有するＧ７貿易大臣会合の成功に向け、大阪・堺の

総力を結集し、幅広い協力を得るため「2023 年Ｇ７貿易大臣会合大

阪・堺推進協力協議会」を設立し、万全の体制でＧ７貿易大臣会合に

向けた準備を進めるものです。 



２０２３年Ｇ７貿易大臣会合大阪・堺推進協力協議会 規約 

 

（名称） 

第１条 本会は、２０２３年Ｇ７貿易大臣会合大阪・堺推進協力協議会（以下「協議会」と

いう。）と称する。 

 

（事務所） 

第２条 協議会の事務所は、大阪府堺市に置く。 

 

（目的） 

第３条 協議会は、２０２３年に大阪・堺で開催されるＧ７貿易大臣会合及び関連する一連

の事業（以下「貿易大臣会合」という。）への協力・支援などを通じて貿易大臣会合の成

功と世界に向けた大阪・堺及び関西の魅力の発信と存在感の向上及び発展に資することを

目的とする。 

 

（事業） 

第４条 協議会は、前条の目的を達成するため、国と緊密な連絡、連携を図りながら次の事

業を行う。 

(1) 貿易大臣会合の準備・開催などに係る国、関係団体との連絡調整 

(2) 会場の確保・設営、交通対策など条件整備に関する協議・調整 

(3) 会議開催に必要な情報収集、提供 

(4) 貿易大臣会合の開催に伴う広報、情報発信 

(5) 歓迎行事の企画、実施 

(6) その他協議会の目的を達成するために必要な取組み 

 

（構成員） 

第５条 協議会は、別表１に掲げる団体（以下「構成団体」という。）をもって構成し、別

表２に掲げる者を委員とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、役員会の議決により、構成団体及び委員の構成を変更するこ

とができる。 

 

（委員の報酬） 

第６条 委員は、無報酬とする。 

 

（役員） 

第７条 協議会に次の役員を置く。 

(1) 会長   １名 

(2) 会長代行 １名 

２ 役員は、協議会の会議（以下「総会」という。）において、委員の中から互選により選

出する。 

 

 



（役員の職務） 

第８条 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

２ 会長代行は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務

を代行する。 

 

（監事） 

第９条 協議会に監事を置く。 

２ 監事は、会長が委嘱する。 

３ 監事は、協議会の業務の執行状況及び会計を監査し、役員会へ報告する。 

 

（顧問） 

第１０条 協議会に顧問を置くことができる。 

２ 顧問は、総会の同意を得て会長が委嘱する。 

３ 顧問は、協議会の事業の円滑な推進について、専門的見地から会長に対して意見を述べ

ることができる。 

 

（任期） 

第１１条 役員、監事及び顧問の任期は、その選任の日から協議会が解散する日までとする。 

 

（賛助団体） 

第１２条 構成団体以外に協議会の趣旨に賛同する団体を賛助団体として置くことができる。 

２ 賛助団体は、協議会から必要な情報提供を受け、協議会の事業活動に対して、協力・支

援するものとする。 

 

（総会） 

第１３条 総会は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 議長は、総会において、会計年度における事業計画、予算、決算その他の協議会の運営

に係る重要事項を報告する。 

 

（役員会） 

第１４条 協議会の円滑な業務執行を図るため、協議会に役員会を置く。 

２ 役員会は、第７条第１項各号に掲げる役員をもって構成し、会計年度における事業計画、

予算、決算その他の協議会の運営に関し会長が特に必要と定める事項について審議し、及

び決定する。 

３ 役員会は、会長が招集し、その議長となる。 

４ 役員会は、役員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

５ 役員会の議事は、役員の出席者の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決す

るところによる。 

６ 会長は、必要に応じて、役員会の会議の議事に関係のある者の出席を求め、その意見若

しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

７ やむを得ない理由のため、役員会の会議に出席できない役員は、あらかじめ書面で表決

し、又は他の出席する役員を代理人として表決を委任することができる。この場合におい



て、第４項及び第５項の規定の適用については、その役員は出席したものとみなす。 

８ 会長は、役員会を招集する暇のない場合及び議事が軽易である場合は、役員会の会議に

付議すべき事案を記載した書面を役員に回付し、その賛否を問うことにより役員会の会議

に代えることができる。 

 

（幹事会） 

第１５条 協議会の円滑な運営に資するため、協議会に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、協議会の事業に関して企画・立案を行う。 

３ 幹事会は、役員会に付議すべき事項を審議する。 

４ 幹事は、別表３に掲げる者とし、幹事の中から幹事長を互選により選出する。 

５ 幹事会は、必要に応じ、幹事長が招集する。 

６ 幹事長は、必要に応じて、幹事会の会議の議事に関係のある者の出席を求め、その意見

若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

 

（事務局） 

第１６条 協議会の事務を処理するため、事務局を設け、事務局長その他必要な職員を置く。 

２ 事務局及び職員に関し必要な事項は、会長が定める。 

３ 事務局の事務は、事務局長が総括する。 

 

（経費） 

第１７条 協議会の運営及びその実施する事業に要する経費は、構成団体、賛助団体等から

の分担金、協賛金、寄附金、その他の収入をもって充てる。 

 

（会計年度） 

第１８条 協議会の会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。ただし、協

議会設立初年度は、設立の日からその日以降最初に到達する３月３１日までとする。 

 

（出納閉鎖） 

第１９条 出納は、会計年度の翌年度の５月３１日をもって閉鎖する。 

 

（残余金） 

第２０条 決算に残余金が生じた場合は、役員会において審議し、その取扱いを決定する。 

 

（規約の変更） 

第２１条 この規約の変更は、役員会において決定し、総会に報告する。 

 

（解散） 

第２２条 協議会は、第３条の目的が達成されたときに、役員会の議決を経て解散するもの

とする。 

 

 

 



（残余財産） 

第２３条 協議会が解散するときに有する残余財産については、役員会において審議し、そ

の取扱いを決定する。 

 

（その他） 

第２４条 この規約に定める事項のほか、協議会の運営に関して必要な事項は、役員会の議

を経て、会長が別に定める。 

 

附 則 

１ この規約は、令和４年９月３０日から施行する。ただし、第１６条の規定及び別表３の

うち２０２３年Ｇ７貿易大臣会合大阪・堺推進協力協議会事務局長に係る部分の規定は、

別途、その施行の日を決定する。 

２ 協議会設立時の役員の選任については、設立総会の議決をもって第７条の手続きにより

選任されたものとみなす。 

３ この規約の施行後、第１項ただし書に規定する日までの間は、協議会の事務は、第１６

条の規定にかかわらず、大阪府政策企画部企画室及び堺市市長公室において処理する。 

 

別表１ 

大阪府 

堺市 

 

別表２ 

大阪府知事 

堺市長 

 

別表３ 

大阪府副知事 

堺市副市長 

大阪府政策企画部長 

大阪府府民文化部長 

大阪府商工労働部長 

大阪府環境農林水産部長 

堺市市長公室長 

堺市文化観光局長 

堺市産業振興局長 

協議会事務局長 
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